
 

 

 

 

 

 

第 114 期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

連結株主資本等変動計算書 

連 結 注 記 表 
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個 別 注 記 表 
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法令及び当社定款第 14 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（https://www.nipponkinzoku.co.jp）に掲載することにより、

株主の皆様にご提供しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
（自2020年４月１日 至2021年３月31日） 

                          （単位：百万円） 
 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株 主 資 本 

合 計 

2020年４月１日残高 6,857 986 6,265 △10 14,098 

連結会計年度中の変動額      

親会社株主に帰属する 

当期純損失 
  △277  △277 

自己株式の取得    △0 △0 

土地再評価差額金の取崩   △2  △2 

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
    － 

連結会計年度中の変動額合計 － － △279 △0 △279 

2021年３月31日残高 6,857 986 5,985 △10 13,819 

 

 その他の包括利益累計額 

純 資 産 

合 計 

そ の 他 

有 価 証 券 

評価差額金 

土地再評価 

差 額 金 

為 替 換 算 

調 整 勘 定 

退職給付に

係る調整 

累計額 

そ の 他 の 

包 括 利 益 

累計額合計 

2020年４月１日残高 467 5,998 221 △283 6,404 20,502 

連結会計年度中の変動額       

親会社株主に帰属する 

当期純損失 
    － △277 

自己株式の取得     － △0 

土地再評価差額金の取崩     － △2 

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
335 2 △80 △5 251 251 

連結会計年度中の変動額合計 335 2 △80 △5 251 △27 

2021年３月31日残高 803 6,001 140 △289 6,656 20,475 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  



- 2 - 
 

連結注記表 
 
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等に関する注記） 

１. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 ６社 

主要な連結子会社の名称 

日金スチール㈱、日金電磁工業㈱、日金精整テクニックス㈱、㈱セフ 

NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.、 NIPPON KINZOKU (MALAYSIA) 

SDN.BHD. 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

日金ヤマニ㈱、日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

２. 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称 

持分法を適用した関連会社の数 １社 

主要な会社等の名称  播磨電子㈱ 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等 

主要な会社等の名称 

（非連結子会社） 

日金ヤマニ㈱、日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司 

持分法を適用していない理由 

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ためであります。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.（12月31日）を

除き、連結決算日と一致しております。なお、NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.

については、同社の決算日現在の計算書類を使用して連結決算を行っております。

ただし、連結決算日との間に生じたNIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.との重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

３. 会計方針に関する事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式………………………移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法 
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② デリバティブの評価基準及び評価方法……………時価法 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法……主として移動平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、償却年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

また、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま 

す。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

当社及び一部の連結子会社の従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

③ 返品調整引当金 

期末日後に予想される返品クレームに対する損失に備えるため、過去の返品率

に基づいて将来の損失予想額を計上しております。 

④ 環境対策引当金 

環境対策を目的とした支出に備えるため、当連結会計年度末における支出見込

額を計上しております。 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び一部の連結子会社の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更に関する注記） 

時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基

準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）

第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会

計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、その他有価証

券のうち時価のある株式については、従来、期末決算日前１ヶ月の市場価格等の平均

に基づく時価法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、期末決算日の市場価

格等に基づく時価法に変更しております。 

また、（金融商品に関する注記）において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等

に関する事項等の注記を行うことといたしました。 

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微であります。 

 
（表示方法の変更） 

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更) 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を

記載しております。 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保

険金」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より、区分

掲記しました。 

なお、前連結会計年度の「受取保険金」は１百万円であります。 

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「減価償

却費」は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より、区分

掲記しました。 

なお、前連結会計年度の「減価償却費」は２百万円であります。 

 
（会計上の見積りに関する注記） 

１． 繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額  

当社     繰延税金資産      1,009百万円 

(2) その他の情報 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法 

当社の繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金のうち未使用のものおよび将来減

算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しておりま

す。課税所得が生じる可能性の判断においては、将来の事業計画を基礎として、将

来獲得しうる課税所得の時期および金額を合理的に見積り、金額を算定しており

ます。 

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

将来獲得しうる課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、そこ

での重要な仮定は、生産数量及び販売数量であるものと認識しております。生産

数量については、2019年11月及び2021年２月に発生した火災事故の復旧状況等を

考慮し、販売数量については、新型コロナウイルス感染症拡大等に起因する市況

変化の影響等を考慮しております。 
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③ 翌年度の連結計算書類に与える影響 

将来獲得しうる課税所得の見積りにおいては、生産数量、販売数量等について

一定の仮定を設定しております。これらの仮定は将来の不確実な経済状況および

会社の経営状況の影響を受けるため、これにより実際の課税所得の獲得時期及び

金額等が見積りと異なった場合、翌年度の連結計算書類において認識する繰延税

金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

２．固定資産の減損 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

当社板橋工場 固定資産       19,232百万円 

当社福島工場 固定資産（遊休資産）   381百万円 

(2) その他の情報 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法 

当社板橋工場の固定資産につきましては、2019年11月及び2021年２月に発生し

た火災事故等の影響により、生産数量が大幅に落ち込むとともに、新型コロナウ

イルス感染症の影響等により、販売数量も大幅に落ち込んだため、営業活動から

生ずる損益が継続してマイナスとなっており、減損の兆候が生じております。し

かし、将来の事業計画等に基づき減損損失の認識判定を行った結果、当該資産グ

ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの合計額が当該資産グループ

の帳簿価額を上回るため、減損損失の測定は不要と判断いたしました。 

当社福島工場の固定資産につきましては、その一部に遊休資産が存在しますが、

今後の利用見込み等も踏まえて評価しております。 

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

当社板橋工場の固定資産に係る減損損失の認識判定を行うにあたっては、将来

の事業計画を基礎とし、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・

フローを見積っており、そこでの重要な仮定は、生産数量、販売数量、将来キャッ

シュ・フローの見積り期間及び土地の正味売却価額であるものと認識しておりま

す。生産数量については、火災事故の復旧状況等を考慮し、販売数量については、

新型コロナウイルス感染症拡大等に起因する市況変化の影響等を考慮しておりま

す。将来キャッシュ・フローの見積り期間については、主要な資産である機械装置

の利用実績等に基づき決定しております。土地の正味売却価額は、不動産鑑定価

格に基づき算定しております。なお、将来の事業計画は、繰延税金資産の回収可能

性を判断する際に使用した事業計画を基礎としており、当該事業計画の計画期間

を超える期間につきましては、当該事業計画の最終年度の数値を基準とし、これ

に適切な成長率等を設定し計算しております。 

③ 翌年度の連結計算書類に与える影響 

減損損失の認識判定を行うにあたっては、生産数量、販売数量、将来キャッシ

ュ・フローの見積り期間、土地の正味売却価額等について一定の仮定を設定して

おります。これらの仮定は将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響

を受けるため、これにより翌年度の連結計算書類において認識する固定資産の金

額に重要な影響を与える可能性があります。 
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（連結貸借対照表に関する注記） 

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 2,059百万円 

機械装置及び運搬具 2,300百万円 

土地  13,162百万円 

計  17,522百万円 

(2) 担保に係る債務 

短期借入金 6,596百万円 

長期借入金  12,140百万円 

計  18,736百万円 

 

２. 有形固定資産の減価償却累計額 38,867百万円 

 

３. 土地の再評価 

当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出 

・再評価を行った年月日……2002年３月31日 

なお、再評価を行った一部の土地の時価の算定方法を、当連結会計年度末より固

定資産税評価額を基礎とした金額から不動産鑑定評価額に変更しております。 

その結果、再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価の合計額が、再

評価後の帳簿価額の合計額を上回ったため、両者の差額の注記を省略しております。 

 
（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 
普通株式 6,700,000株 

 

（金融商品に関する注記） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減

を図っております。一部の外貨建て営業債権の為替変動リスクについては、先物為替

予約を利用することでリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であ

り、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

支払手形及び買掛金のうち、外貨建て営業債務の為替変動リスクは、恒常的に同じ

外貨建ての売掛金残高の範囲内とすることでリスク低減を図っております。借入金の

使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、固定金利・変動

金利のバランスを勘案し、金利変動リスクの軽減を図っております。 
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２. 金融商品の時価等に関する事項 

2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次

表には含めておりません。（（注）をご参照ください。）また、現金は注記を省略してお

り、預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、短期借入金は

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま

す。 

 （単位：百万円） 

 連結貸借対照表 

計上額（＊１） 
時価（＊１） 差額 

(1) 投資有価証券 1,989 1,989 － 

(2) 長期借入金 

（１年内返済予定のものを含

む） 

（17,856） （17,824） （△31） 

(3) デリバティブ取引（＊２） （5） （5） － 

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については、（ ）で示しております。 

（注）市場価格のない株式等 

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 108 

 

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

より算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。 
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(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

 （単位：百万円） 

区分 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

その他有価証券 

株式 1,989 － － 1,989 

デリバティブ取引 

通貨関連 － 5 － 5 

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

 （単位：百万円） 

区分 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 － 17,824 － 17,824 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

デリバティブ取引 

為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値

法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似している

と考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。ま

た、固定金利によるものの時価は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の

合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベ

ル２の時価に分類しております。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額                       3,058 円 54 銭 

１株当たり当期純損失                        41 円 41 銭 

 

（その他の注記） 

金額の表示単位の変更 

当連結会計年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しており 

ます。 
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株主資本等変動計算書 

（自2020年４月１日 至2021年３月31日） 

 （単位：百万円） 
 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 

株 式 

株 主 

資 本 

合 計 

資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益 

剰 余 金 利 益 

剰余金 

合 計 
繰 越 

利 益 

剰余金 

2020年４月１日残高 6,857 986 986 197 2,828 3,026 △10 10,859 

事業年度中の変動額         

当期純損失   －  △631 △631  △631 

自己株式の取得   －   － △0 △0 

土地再評価差額金の取崩   －  △2 △2  △2 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
  －   －  － 

事業年度中の変動額合計 － － － － △633 △633 △0 △633 

2021年３月31日残高 6,857 986 986 197 2,195 2,392 △10 10,226 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
そ の 他 

有 価 証 券 

評価差額金 

土地再評価

差 額 金 

評価・換算

差額等合計 

2020年４月１日残高 291 5,998 6,290 17,149 

事業年度中の変動額     

当期純損失   － △631 

自己株式の取得   － △0 

土地再評価差額金の取崩   － △2 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
112 2 114 114 

事業年度中の変動額合計 112 2 114 △518 

2021年３月31日残高 403 6,001 6,404 16,631 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法……移動平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定） 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

また、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま 

す。 

 

３. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(3) 返品調整引当金 

期末日後に予想される返品クレームに対する損失に備えるため、過去の返品率

に基づいて将来の損失予想額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
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以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

事業年度より費用処理しております。 

(5) 環境対策引当金 

環境対策を目的とした支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を

計上しております。 

 

４. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

(2) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第

19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第

44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計

方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、その他有価証券

のうち時価のある株式については、従来、期末決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に

基づく時価法を採用しておりましたが、当事業年度より、期末決算日の市場価格等に

基づく時価法に変更しております。 

なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微であります。 

 
（表示方法の変更） 

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更) 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載

しております。 

(貸借対照表) 

前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「未収入金」（当事業年度は、214

百万円）、「短期貸付金」（当事業年度は、１百万円）、「未収還付消費税等」（当事業年

度は、94百万円）は資産の総額の100分の５を下回ったため、当事業年度より、流動

資産の「その他」に含めて表示しております。 

前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「長期前払費用」（当事業年度は、

９百万円）、「長期未収入金」（当事業年度は、320百万円）は資産の総額の100分の５

を下回ったため、当事業年度より、投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「設備支払手形」（当事業年度は、

766百万円）、「従業員預り金」（当事業年度は、563百万円）は負債及び純資産の総額

の100分の５を下回ったため、当事業年度より、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 
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(損益計算書) 

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「減価償却

費」は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より、区分掲記し

ました。 

なお、前事業年度の「減価償却費」は２百万円であります。 
 
（会計上の見積りに関する注記） 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであ

り、詳細は連結注記表「（会計上の見積りに関する注記）」をご参照ください。 

繰延税金資産 1,009百万円 

板橋工場 固定資産 19,232百万円 

福島工場 固定資産（遊休資産） 381百万円 

 
（貸借対照表に関する注記） 

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物 1,881百万円 

構築物 74百万円 

機械及び装置 2,300百万円 

土地  11,519百万円 

計  15,775百万円 

(2) 担保に係る債務 

１年内返済予定の長期借入金 5,580百万円 

長期借入金  11,980百万円 

計  17,560百万円 

 

２. 有形固定資産の減価償却累計額 37,343百万円 

 

３. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

短期金銭債権 3,837百万円 

長期金銭債権 284百万円 

短期金銭債務 291百万円 

 

４. 土地の再評価 

当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出 

・再評価を行った年月日……2002年３月31日 

なお、再評価を行った一部の土地の時価の算定方法を、当事業年度末より固定資

産税評価額を基礎とした金額から不動産鑑定評価額に変更しております。 

その結果、再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が、再評価

後の帳簿価額の合計額を上回ったため、両者の差額の注記を省略しております。 
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（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 11,675百万円 

仕入高 2,053百万円 

販売費及び一般管理費 322百万円 

営業取引以外の取引による取引高 201百万円 

 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 5,569株 

 
（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金 54百万円 

退職給付引当金 748百万円 

投資有価証券・出資金評価損 185百万円 

賞与引当金 67百万円 

返品調整引当金 11百万円 

環境対策引当金 18百万円 

棚卸資産評価損 80百万円 

未払費用 10百万円 

未払事業税 6百万円 

減損損失 14百万円 

資産除去債務等 14百万円 

繰越欠損金 483百万円 

その他    110百万円 

繰延税金資産小計 1,805百万円 

評価性引当額  △ 383百万円 

繰延税金資産合計 1,421百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 176百万円 

退職給付信託設定益 233百万円 

その他     2百万円 

繰延税金負債合計    412百万円 

繰延税金資産の純額   1,009百万円 

 

再評価に係る繰延税金資産 

土地再評価差額金 281百万円 

評価性引当額  △ 281百万円 

繰延税金資産合計 － 

 

再評価に係る繰延税金負債 

土地再評価差額金   3,041百万円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１. 親会社及び法人主要株主等 

 （単位：百万円） 

種 類 会社等 

の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引 

金額  

(注２) 

科 目 期末残高 

主要株

主（会

社等） 

日鉄ステ

ンレス㈱ 

被所有 

直接13% 

ステンレス

鋼帯の購入 

ステンレス

鋼帯の購入

（注１） 

8,942 買掛金 3,427 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）日鉄ステンレス㈱からの原材料の購入は、NSステンレス㈱、伊藤忠丸紅鉄鋼

㈱、その他２社を経由して購入しており、取引金額等は商社に対する会計帳

簿の取引に基づいて記載しております。なお、価格は市場の実勢価格で決定

しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて

おります。 

 

２. 子会社及び関連会社等 

 （単位：百万円） 

種 類 会社等 

の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引 

金額  

(注２) 

科 目 期末残高 

子会社 日金ス

チール

㈱ 

所有 

直接100% 

冷間圧延ス

テンレス鋼

帯及びみが

き特殊帯鋼

の販売 

冷間圧延ス

テンレス鋼

帯及びみが

き特殊帯鋼

の販売 

（注１） 

10,100 受取手形 

売掛金 

電子記録

債権 

1,189 

769 

1,129 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）価格は市場の実勢価格で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて 

おります。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 

 １株当たり純資産額            2,484円32銭 

 １株当たり当期純損失            94円27銭 

 
（その他の注記） 

金額の表示単位の変更 
当事業年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しておりま 

す。 


